
徳島市地震・津波対策行動計画～南海トラフ巨大地震等から命を守るために～(最終案)の概要

〇計画の趣旨 〇計画の位置づけ 〇計画の期間

⑵ 市有建築物の耐震化

⑴ 津波避難意識の向上

１－１

基本方針
⑴ 耐震改修促進計画の策定

施 策基本施策

⑵ 津波避難計画の作成
⑶ 津波防災訓練の実施
⑷ 津波避難場所の確保
⑸ 避難方法の検討

⑶ 民間住宅等の耐震化
⑷ 地震時の避難路の安全対策
⑴ 家具の転倒防止対策
⑴ 土砂災害の防止対策

１－２
１－３

１－４

１－５
１－６ ・ 緊急地震速報の活用 他

⑹ 海岸保全施設等の整備

⑸ 消防団の充実強化

⑴ 防災教育・啓発の徹底
⑴ 情報収集・伝達体制の確立

⑶ 地域防災力の向上
⑷ 災害時要援護者への対応

基本方針 基本施策
・ 自主防災組織の結成促進、充実・活性化
・ 地域貢献活動の促進 他
・ 防災リーダーの養成 他
・ 災害時要援護者対策
・ 消防団初動対応の確立 他

・ 津波避難ビルの指定拡充 他
・ 徒歩以外の避難方法検討
・ 海岸保全施設等の整備
・ 学校での防災教育の充実強化 他

施 策

２－１

・ 徳島市耐震改修促進計画の見直し
・ 市有建築物の耐震化
・ 民間木造住宅の耐震化
・ 倒壊危険ブロック塀の撤去等 他
・ 家具の転倒防止の啓発等
・ 急傾斜地崩壊危険箇所等の対策 他
・ 防災マップによる啓発活動の推進 他
・ 徳島市津波避難計画の策定 他
・ 地域主体の津波防災訓練 他

⑸ 災害救急医療体制の充実強化

基本方針 基本施策 施 策
⑴ 情報収集・伝達体制の確立

目標１：地震・津波から命を守る

目標２：地域の防災力で命を守る

目標３：迅速な応急対策と早期復旧の実施

⑴ 自主防災組織の結成促進、充実・活性化
⑵ 企業防災力の確保

・ 災害ボランティアセンターの体制整備
・ 橋梁の震災対策の推進
・ 避難路等の整備

⑹ 災害ボランティア活動の充実

３－１

⑴ 橋梁の震災対策
⑵ 都市計画道路の整備

⑵ 食糧・生活必需物資の備蓄等
⑶ 避難所運営体制等の整備
⑷ 庁舎機能の確保

・ 上・下水道施設、清掃施設等の震災対策
・ 震災廃棄物の計画的かつ迅速な処理の推進

３－２
⑶ ライフライン施設等の震災対策
⑷ 震災廃棄物の処理

・ 同報無線設備及び防災行政無線等の活用 他
・ 食糧・生活必需物資の備蓄 他
・ 避難所の運営方法の検討 他
・ 被災後の庁舎機能の早期復旧 他
・ 災害拠点病院体制の充実強化 他

本市では、平成16年11月に東南海・南海地震防災対策実施計画を策定し、各種施策を講じてきたが、平成
23年11月、東日本大震災の教訓と課題を踏まえ、徳島市地震津波重点対策(素案)をとりまとめ種々の防災・
減災対策を検討してきた。
この計画は、素案をベースに、逼迫する南海トラフを震源とする巨大地震及び直下型地震に備え、地震防
災・減災対策を計画的かつ着実に推進することにより、被害を最小限に抑止し、「安心とくしまの実現」の
ため新たに策定するものである。

これまでの対策を踏まえながら、中・長期的に
取組むべき課題も見据え、平成33年度までの計画
とする。
特に、平成28年度までの期間を「集中取組期
間」と位置づけ、緊急かつ重点的に地震・津波対
策を推進する。

徳島市地域防災計画(地震対策編・津波対策編)
において、市が実施する災害対応について平常時
から取組む各種施策を示すものである。
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<基本的な方針> <具体的施策>

基本方針
・１－１ 住宅・建築物の倒壊から

命を守る
・１－２ 家具の転倒から命を守る
・１－３ 土砂災害から命を守る
・１－４ 津波避難対策により命を守る
・１－５ 防災知識により命を守る
・１－６ 素早い情報で命を守る

基本方針
・２－１ 地域で備える

基本方針
・３－１ 災害発生後の生活を支援する
・３－２ 早期の復旧を図る


